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所沢市都市計画法第３４条第１号許可運用基準 
【日用品店舗等】 
≪ 解 説 ≫ 

 
■ 開発区域等 
（１）運用基準１（２）の開発区域について、隣接する市町にまたがって集落が形成さ

れているときは、隣接する市町内の建築物の敷地であっても、集落を構成している

一敷地として、５０以上又は１００以上の居住用建築物の敷地の数に含めて差し支え

ない。なお、この場合においても、その過半が本市の市街化調整区域内に存するこ

と。 
（２）運用基準１（２）の敷地境界線から５００メートルの範囲内の取扱いについて、

集落地域性を示す図面の作成においては、簡便な方法として、敷地内におけるおお

よその中心点を起点として差し支えない。 
（３）運用基準１（２）の集落地域の要件を満たすために、不自然に分筆した敷地を開発

区域に入れることなど、適正な土地利用が想定されないものは認めない。 
 
■ 予定建築物の規模等 
（１）運用基準３（２）及び（３）について、作業場・店舗部分と管理諸室は建築物内部

で行き来ができること。 
 
■ 事業者の資格等 
（１）開設に必要な許可等の取得見込みで開発許可等を受けた場合は、取得後、速やか

に許可書等を提出すること。 
（２）被雇用者が必要とされる資格を有する場合は、申請者である法人が当該有資格者

を雇用していることを証明すること。 
 


